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                                  No.118  2006 年 8 月 2 日          
                                               

        要素価格均等化のメカニズムとグローバル・インバランスの解消策                                                 

                                                                                                         

                                       経済調査部 主任研究員 西村 陽造         

 米国が大幅は経常収支赤字を抱えている一方で、東アジア、石油輸出国が大幅な経常

収支黒字を抱えている問題は、グローバル・インバランスと呼ばれ、これを解消するた

めに、どのような対策が必要か、様々な場で議論されている。 

 特に昨年頃から、石油輸出国の黒字の比重が高まっているが、これは原油価格上昇が

背景であり、この黒字は石油価格が下落すれば縮小する。一方、東アジアの黒字につい

ては、東アジア通貨の米ドルに対する為替相場の上昇が必要ではないかという議論が、

これまでなされてきた。この場合、日本の円と、日本以外の東アジア通貨の場合、状況

は大きく異なることを指摘しておきたい。 

 国際経済学に要素価格均等化定理というものがある。生産関数が同一であれば、２つ

の国の間で、資本や労働の移動がなくとも、自由な貿易が行われれば、この 2 つの国の

資本や労働の要素価格は均等化するという定理である。労働の要素価格である賃金、一

人当たり所得と読み替えても良いが、これが均等化するメカニズムについては、戦後か

ら 1980 年代にかけて、日本と米国の間で起こった。 

 日本の米国への経済的なキャッチアップが進むなかで、すなわち、日本の生産関数が

米国のそれに近づくにしたがって、日本の一人当たり所得は、米国のそれに近づいてい

った。この一人当たり所得において、日本が米国に近づくメカニズムは、当初は自国通

貨建ての賃金上昇率において、日本が米国を大幅に上回るという形で起こった。しかし、

1971 年 8 月に、1 ドル 360 円の固定相場制が放棄された後は、70 年代から 90 年代前半

にかけて起こった円高によって、両国の一人当たり所得の格差は大きく縮小していった。 

 この日本の例でわかるように、発展途上国が先進国に経済的にキャッチアップしてい

くなかで、要素価格が均等化していくメカニズムは、自国通貨建てでみた賃金の上昇、

または、自国通貨の為替相場の上昇によって達成される。この何れによって一人当たり

所得の均等化を達成するかは、当該国の為替相場制度を含めた経済政策に大きく依存す

る。 

 日本は言うまでもなく既に先進国であり、要素価格均等化のプロセスはほぼ終了して

いる。これに対して、日本を除く東アジアは、目覚しい高成長が示すように、このプロ

セスが続いてきており、中長期的な将来に渡って続くとみるのが妥当であろう。すなわ

ち、要素価格均等化のメカニズムによる自国通貨上昇の可能性があるのである。 

 したがって、グローバル・インバランスの解消策として、為替相場の調整を考えると

き、日本と日本以外の東アジアでは、同じ黒字国であっても(東アジアでも、原油価格
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の上昇によって黒字国でなくなる国もでてきているようであるが)、このような違いが

あることに留意する必要がある。もちろん、近年の東アジアにおける経済的相互依存関

係の強まりによって、円を含めたアジア通貨の為替相場の相互連関が強まる可能性につ

いても、十分に留意すべきであることは言うまでもない。 

 為替相場の調整は、それが急激なものとなれば世界経済を低迷させるリスクを伴う。

ゆえに、黒字国の内需喚起策など、為替調整以外の対策についても、活発な議論がなさ

れてきた。 IMF においても、Multilateral Surveillance の枠組みにより、米国、欧州、日

本、中国、サウジアラビアなどが参加した話し合いが始まると伝えられている。 

 こうした議論のなかで、上記の要素価格均等化のメカニズムも含めて、多角的な視点

からの議論が望まれる。 
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